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技術ガイドラインの検討の背景

・ 平成24年6月、港湾において風力発電を導入する際の統一的手順を示したマ
ニュアルを公表。

・ 以来、６つの港湾において導入準備が進められている。さらに着床式洋上風力
発電に関する固定買取価格の設定により、国内港湾への導入拡大の動きが加
速すると見込まれる速すると見込まれる。

・ 工作物を港湾エリアに設置する場合、港湾本来の機能が損なわれないことなど
を港湾管理者が占用許可手続（港湾法第37条）において審査する必要がある。

・ 事業構想や計画の段階から施設設置の段階を迎えると、占用許可についてど
のように判断すべきか、あるいは、判断や審査のためのガイドラインを国におい
て作ってほしいという声が港湾管理者より寄せられるようになったて作ってほしいという声が港湾管理者より寄せられるようになった。

・ ところが、これまでになかった洋上風力発電については、審査の拠り所となるも
のがなく、このままではスムーズな導入に支障が生じかねない。

・ そのため、構造安定性や航行船舶の安全性が十分に確保されることなどを上記
許可審査の際に確認できるよう、技術ガイドラインとして港湾管理者向けに策定
することとした次第

3

することとした次第。



１．技術ガイドラインの検討の背景 ･･････････ 3

２．国内港湾における導入状況 ･････････････ 5

３ 技術ガイドラインの検討体制等 10３．技術ガイドラインの検討体制等 ･････････10

４ 技術ガイドラインの検討課題（案）････････13４．技術ガイドラインの検討課題（案） 13

５．今後の検討スケジュール(案） ･･･････････18

６．参考資料 ･･････････････････････････････20

4



港湾への洋上風力発電の導入状況①

○洋上風力発電導入気運が高まる中 以下の点から洋上風力発電立地空間として港湾が○洋上風力発電導入気運が高まる中、以下の点から洋上風力発電立地空間として港湾が
注目されている

①港湾背後に工場立地が多いことから電力系統への接続が容易
②大型風力発電施設建設のための輸送インフラ（岸壁 ヤード）等が近接②大型風力発電施設建設のための輸送インフラ（岸壁、ヤ ド）等が近接
③海域の利用調整や管理の仕組みが港湾法により担保

〈瀬棚港〉計10基（14,400kW）

〈石狩湾新港〉計４基（4,880kW）うち洋上２基
臨港地区内及び港湾区域内の風力発電設備：109基
うち 港湾区域内の風力発電設備(洋上）： 内数19基

〈霧多布港〉計１基（600kW）

〈船川港〉計１基(1,500kW）

〈秋田港〉計３基（4,500kW）〈金武湾港〉計１基（1,950kW）

うち、港湾区域内の風力発電設備(洋上）： 内数19基

〈酒田港〉計７基（8,830kW）

〈室蘭港〉計３基（4,450kW）

〈直江津港〉計１基（600kW）

〈益田港〉計１基（1 950kW）

〈鹿島港〉計２９基（58,400kW）

うち洋上１基

うち洋上１５基

〈千葉港〉計３基（4,990kW）

〈木更津港〉計１基（300kW）

〈益田港〉計１基（1,950kW）

〈北九州港〉計12基（18,990kW）

うち洋上１５基

うち洋上１基

〈東京港〉計３基（3,650kW）

〈御前崎港〉
計３基（2,910kW）

〈東播磨港〉計１基（10kW）

〈川崎港〉計１基（1,990kW）

※港湾局海洋・環境課調べ
（2013年10月末現在）

〈横浜港〉計２基（4,380kW）

〈三河港〉
計１４基（27,630kW）

〈衣浦港〉計１基（250kW）
〈名古屋港〉
計２基（1,700kW）

〈日高港〉
計１基（10kW）

〈神戸港〉計２基（20kW）

〈都志港〉計１基（1,500kW）

〈東播磨港〉計１基（10kW）
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港湾における洋上風力発電

港湾への洋上風力発電の導入状況②

港湾区域内での民間による着床式風力発電事業の参入の円滑化を図る観点から、マニュアル整備し、仕組みを構築。
港湾への設置に関する技術的ガイドライン等を検討中。

港湾 導 手 を 化

港湾における洋上風力発電

関係者による協議会設置

※港湾への導入手順をマニュアル化導入のイメージ

導入可能区域
港湾計画への位置付け

事業者公募・選定風力発電の導入可能な区域

●着床式洋上風力発電の立地状況 港湾区域内の護岸近くにおいて19基（35 200kW）

○鹿島港：2,000kW×15基 ○酒田港：2,000kW×1基 ○瀬棚港：600kW×2基

●着床式洋上風力発電の立地状況：港湾区域内の護岸近くにおいて19基（35,200kW）

○北九州港：2,000kW×1基

6



港湾エリアへの洋上ウィンドファームの主な導入計画等

石狩湾新港内

管理組合が導入手続中

一般海域、能代港、秋田港周辺

秋田県が導入を検討中秋田県が導入を検討中

北九州港周辺

が

鹿島港内

選定事業者がアセス実施中

北九州市が導入を検討中

御前崎港内

選定 実
(株)ｳｨﾝﾄﾞ・ﾊﾟﾜｰ・ｴﾅｼﾞｰ、丸紅(株)

事業化段階

●凡例

御前崎港内

静岡県が導入手続中

計画段階

7

※港湾エリアへの主な導入計画のみ記載
（2013年12月末現在）



洋上風力発電の設置イメージ（鹿島港）
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・事 業 名：鹿島港洋上風力発電所（茨城県鹿島港港湾区域内）
・事業規模：総出力250,000kW

大型風力発電施設（出力5,000kW程度）・・50基程度
・資料提供：株式会社 ウィンド・パワー・エナジー
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技術ガイドラインの検討体制

検討体制検討体制

港湾における洋上風力発電設備の導入円滑化に向けた

座長：牛山先生 （足利工業大学学長）

港湾における洋上風力発電設備の導入円滑化に向けた
技術ガイドライン等検討委員会

・メンバー：有識者、関係団体、関係機関等

・検討事項：検討の進め方 各分科会における検討結果の審議 技術的ガイドラインの決定等・検討事項：検討の進め方、各分科会における検討結果の審議、技術的ガイドラインの決定等

航行安全分科会 構造安定分科会

座長：林先生 （東京海洋大学名誉教授） 座長：清宮先生 （早稲田大学教授）

航行安全分科会

・メンバー：有識者、関係団体、関係機関等

・検討事項：航行船舶の安全性確保にかかる検討等

構造安定分科会

・メンバー：有識者、関係団体、関係機関等

・検討事項：設計・維持管理にかかる指針等
（施工 撤去に いては 必要に応じで検討）

① 航行船舶への影響にかかる事項等
② 安全性確保に必要となる措置等の検討

（施工・撤去については、必要に応じで検討）

① 土木学会指針等のレビュー
② 安全性を踏まえた設計・施工等の検討
③ 技術的ガイドライン（案）の作成
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本検討委員会の検討対象

・港湾区域における水深は比較的浅いため 構造形式は着床式を・港湾区域における水深は比較的浅いため、構造形式は着床式を
検討対象とする。

・視認性や配置につては 着床式・浮体式の両方を対象とする視認性や配置につては、着床式 浮体式の両方を対象とする。
・港湾区域において浮体式を選択する場合は、別途「浮体式洋上風
力発電施設技術基準」（国土交通省海事局安全基準課）に準じる力発電施設技術基準」（国土交通省海事局安全基準課）に準じる
こととする。

着床式 浮体式着床式 浮体式

11
水深の目安 ＜３０ｍ ＜３０ｍ ＜６０ｍ ＞６０ｍ
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技術ガイドラインの検討課題（案）

■構造安定に関する課題

○海域の特性を踏まえた、洋上風力発電施設そのものの安全性・技術的
妥当性の確保

① 外力の設定（風、波浪、地震、津波）
② 海底地盤の変動
③ 維持管理（点検方法 防食対策 塩害対策等）③ 維持管理（点検方法、防食対策、塩害対策等）
④ その他
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■航行安全に関する課題

技術ガイドラインの検討課題（案）

■航行安全に関する課題

○港湾の本来機能に与える影響 特に航行安全に与える影響を洗い出し○港湾の本来機能に与える影響、特に航行安全に与える影響を洗い出し、
当該影響の回避・低減方策を検討

☆航行船舶への影響に係る事項等☆航行船舶への影響に係る事項等
① 必要な離隔距離
② 設置海域が航行船舶に及ぼす影響② 響
③ 視認性等
④ その他

☆安全性確保に必要となる措置等
① 風力発電施設の配置
② 船舶交通制限の要否② 船舶交通制限の要否
③ 標識の設置等
④ 周知広報
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④ 周知広報
⑤ 緊急時の体制等
⑥ その他



土木学会における改訂作業の状況

「風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 2010年版」

（土木学会）の改訂内容・進捗状況について（土木学会）の改訂内容・進捗状況について

・改訂内容の大きなポイント

①外力 ある波 津波 設定①外力である波・津波の設定

②下部構造形式の追加（コンクリート構造、ジャケット構造等）

③海底部基礎の地盤条件（バネ定数の設定等）

※１：上部構造及び基本的な考え方は変更無し※１：上部構造及び基本的な考え方は変更無し

※２：IEC/ISO等、国際基準に準じた内容

進捗状況・進捗状況

平成２６年８月頃の出版をめざし改訂作業中
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今年度の検討内容（案）
今年度のアウトプットイメージ

港湾における洋上風力発電設備の導入円滑化に向けた
技術ガイドライン等検討委員会技術ガイドライン等検討委員会

○ 技術ガイドラインの項目（構成）案のとりまとめ

○ 〃 項目毎の必要理由の精査

※今年度末～来年度初めに技術ガイドラインの項目（構成）案を公表予定

航行安全分科会

① 航行船舶への影響にかかる事項等
・考慮すべき影響項目の抽出

構造安定分科会

① 土木学会指針（案）等のレビュー
・追加すべき項目の抽出考慮すべき影響項目の抽出

② 安全性確保に必要となる措置等
・措置・対策すべき項目の抽出

追加すべき項目の抽出

② 安全性を踏まえた設計・施工等の検討
・構造安定に関する項目の抽出

左記 措置 対策すべき項目 設計・措置・対策すべき項目の抽出
及び検討の方向性

・左記の措置・対策すべき項目の設計
等への反映項目の抽出

③ 技術ガイドライン（案）の作成③ 技術ガイドライン（案）の作成
・項目（構成）案のとりまとめ
・項目毎の必要理由の整理
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今後の検討スケジュール（案）

項目 検討項目 H26年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 ･････ H27年3月

過去の技術基準作成の
技術ガイドラインの 事例整理

関連する法令の整理

欧州の技術基準の整理

洋上の技術基準設定の
根拠整理（船舶航行への

技術ガイドラインの
項目

第１期

アウトプット

・リスクとリスク回避の

ための検討項目

技術ガ ド根拠整理（船舶航行への
影響等）

リスクとリスク回避のため
の検討項目

技術ガイドライン目次案、
項目検討

・技術ガイドラインの

目次案、項目

項目検討

　　●委員会 　　　　　●委員会

　　●第１回航行安全分科会 　●第２回航行安全分科会

●構造安定分科会●構造安定分科会

技術ガイドライン 各項目の要求性能検討

詳細版（解説）の作成方
針検討

第２期

アウトプット

・要求性能

・詳細版（解説）

作成方針

●委員会 ●委員会

技術ガイドライン
詳細版（解説）

詳細版（解説）の作成 第３期

作成方針

アウトプット

・詳細版

（解説）
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　　●委員会
（解説）
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洋上風力発電の国際的導入状況

○国際的に洋上風力発電導入が加速○国際的に洋上風力発電導入が加速
2012年末までの洋上風力発電の累積導入量は5,415MW(日本の電力容量の2％程度)
洋上風力発電導入量は欧州が先行（うち英国が約55％、デンマークが約17％）

○今後は米国 韓国 中国でも導入が進む可能性が大○今後は米国、韓国、中国でも導入が進む可能性が大

各国政府の洋上風力発電の導入目標例（2020年）世界の風力発電導入量の推移
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約2,000基
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世界の
洋上風力発電量

5,415MW

イギリス
2,948
(55%)

中国
390

ベルギー
380

中国(2020)
30,000MW
約6,000基

米国（2012)
0MW
0基

中国（2012)
238MW
約48基

83,000MW
（＝原発約８３基分）

※原発１基1,000MWと仮定

出典：WindPower  Monthly Report , June,2012等
出典:GWEC

Global Wind 2012 Report

(55%)
デンマーク

921
(17%)
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欧州における洋上風力導入に向けた海域開発

21NEDO作成資料



我が国における風力発電の導入状況

うち洋上風力
は僅か35MW2012年末の国内導入実績 2012年度末の都道府県別推定導入量

陸上風力の導入
はほぼ頭打ち
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風力発電の大型化の推移・洋上風力発電の形態と水深の関係
風力発電の大型化の推移

今後の洋上風力は
5MW級以上が主流

これまでの洋上風力は

陸上風力は１MW級
以下が主流

これまでの洋上風力は
2～3MW級が主流

飛鳥Ⅱ
（邦船最大のｸﾙｰｽﾞ船）

＜50,142トン＞

全長241m

マスト高
45m

出典：Technology Roadmap Wind energy(2009,OECD/IEA)よりNEDO作成資料を基に作成

洋上風力発電の形態と水深 海外の着床式洋上ウィンドファームの例

23http://www.maritimejournal.com/news101/marine-renewable-energy/renewables-fe
ature-at-offshore-energy-2012



港湾における洋上風力発電取り組みのあゆみ①

港湾・沿岸域における洋上風力発電施設の出版物
項目 年月 タイトル 委員会組織構成 検討内容項目 年月 委員 組織構成 検討 容

洋上風力発電の技術マ
ニュアル 基礎工法に重

・委員長：清宮　理（早稲
田大学 教授）

●本マニュアルは、洋上に設置される風力発電施設の基礎構造
出版物 平成14年6月

ニュアル-基礎工法に重
点をおいて－（沿岸技術
研究センター）

田大学　教授）
・学識経験者：8名

に着目して、着床式洋上風力設備の大きな課題となる基礎工法
に対して、現状技術を応用した設計・施工手法の提案

●港湾・沿岸域への風力発電施設の導入促進を目的として、産
官学の連携による風力発電施設の情報を共有し、洋上に風力発
電施設（着床式）を設置するために環境 技術両面からＷＧを組

出版物
平成15年9月

17年3月

港湾・沿岸域における風
力発電推進研究会　報
告書

・会長：牛山　泉（現　足
利工業大学　学長）

電施設（着床式）を設置するために環境・技術両面からＷＧを組
織し課題の検討を実施

●研究組織～17年3月 告書
長

・研究組織は、右記参照
●研究組織
　・国の研究機関（港空研、国総研）/学識経験者：13名
　・民間：42社

風力発電の知見を有する団体（電気事業連合会他） ２団体

24

・風力発電の知見を有する団体（電気事業連合会他）：２団体
　・港湾管理者/地方公共団体/関係省庁等：33団体



港湾における洋上風力発電取り組みのあゆみ②

国土交通省において発出した洋上風力発電に関する技術的助言等

項目 年月 タイトル
委員会組織
構成 内容構成

参考指針
港湾区域等に風力発電
施設を設置する場合の

●港湾区域等に風力発電施設を設
置する場合の、港湾法第３７条に
基づく水域占用許可に関する審参考指針

（技術的助言） 平成２３年６月
施設を設置する場合の
占用等の許可基準等の
参考指針

－ 基づく水域占用許可に関する審
査の考え方や留意事項などを港
湾管理者向けに参考指針として
とりまとめたもの

委員長：牛山
泉（足利 業 ●総出力１万ｋＷ以上の風力発 電

マニュアル
（技術的助言） 平成２４年６月

港湾における風力発電
について－港湾の管理
運営との共生のための
マニュアル－ver 1

泉（足利工業
大学 学長）、
学識経験者
15名、港湾

●総出力１万ｋＷ以上の風力発 電
を港湾に導入する場合の標準的
な導入プロセスを整理し、風力発
電事業者や港湾管理者向けに標マニュアル ver.1 15名、港湾

局、環境省
地球環境局

電事 者 港湾管 者 標
準的な手順としてとりまとめたも
の
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